
　　１　評価対象 令和元年度に実施した事務事業

　　２　評価方法 ①１次評価　令和２年７月の時点で担当課において実施

②２次評価　行政改革推進本部会議において実施

　　３　評価の基準 『妥当性』・・・今後も継続して行政が実施することが妥当であるか

　※事業の廃止を検討する必要があるものは「改善・見直し」

『有効性』・・・内容や手段は目的（意図・成果）達成のために有効か

　※廃止には至らないが、手段等を改善する必要があるものは「改善・見直し」

『効率性』・・・効率的なコスト投入が実施できているか

　※廃止には至らないが、コスト面の見直しを要するものは「改善・見直し」
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事務事業評価結果総括表

　令和元年度事務事業評価については、目標を達成するために解決すべき課題をより明確にし、具体的に改善に繋

げることができるよう、評価項目を『妥当性』『有効性』『効率性』の３つに分けて実施しました。その結果、い

ずれかの項目で「改善・見直し」の評価となった事業は55事業あり、評価対象事業数全体の22.9％になりました。

「改善・見直し」の評価となった事業については、それぞれの評価項目に応じて改善に向けた取り組みを進めてい

ます。
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